予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　　項：社会福祉費　　目：老人福祉費
	事業名　認知症疾患医療センター運営事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　健康福祉部　高齢福祉課　介護保険者係　電話番号：058-272-1111（2599）
E-mail：c11215@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　　　39,796千円（前年度予算額：39,796千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	39,796
	19,898
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	19,898
※

	要求額
	39,796
	19,898
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	19,898
※

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※地域医療再生臨時特例基金
２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
高齢化の進行に伴い、今後、認知症高齢者の急速な増加が見込まれており、厚生労働省推計では、既に高齢者のおよそ１０人に1人が認知症と予測され、平成３７年（2025年）には、県内で約７．４万人と現在の約１．６倍に増加する見込みである。

認知症への対応を適切に行うためには、早期診断・治療が重要であり、地域の医療拠点となる認知症疾患医療センターの整備が進められている。

同センターは、認知症疾患に関する鑑別診断、周辺状況と身体合併症に対する急性期治療、専門医療相談等の実施のほか、保健医療・介護関係者への研修実施など、地域における認知症疾患の保健医療水準向上の役割を担っており、条件を満たす医療機関の指定及びその運営を通じて、地域の支援体制の充実を図る。

（２）事業内容

　　　地域型　専門医療相談、認知症の鑑別診断・治療、身体合併症・周辺症状への急性期対応、関係機関との連携、研修会の開催等
  　　基幹型　 地域型の事業のほか、 身体合併症や周辺症状への困難事例対応 、空床の確保、地域型センターへの指導等 

〔設置〕　地域型は地域での認知症医療の拠点として５圏域ごとに７カ所設置し、基幹型は県内の認知症医療の中核施設として県内１カ所を設置 

（３）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	39,796
	基幹型8,807、地域型4,427×７か所

	合計
	39,796
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（1） 各種計画での位置づけ
　　　　岐阜県老人福祉計画・介護保険事業支援計画（第５期）中の、重点事項

（「認知症対策」）に位置付け。
（２）国・他県の状況

　　　認知症施策５か年計画（オレンジプラン）において、全国で認知症の早期
診断を行う医療機関を約５００か所整備することを目標としている）

（３）後年度の財政負担
　　　認知症疾患医療センターを継続的に指定するためには、毎年度において予算措置が必要。
（４）事業主体及びその妥当性
　　　県内において地域の認知症疾患医療拠点となりうる医療機関を指定（現在
　　５圏域７病院内に設置済）

事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	認知症に関する専門医療の提供や専門医療相談、また地域連携の役割を担う認知症疾患医療センターを継続して設置する。
　


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	認知症を早期発見・早期診断し、適切な治療につなげるための体制整備として、認知症疾患医療センターの継続的な設置運営を目標としているため。


（前年度の取組）

	＜平成２４年度＞

設置センター数　７箇所　　稼働月数　12カ月　　　相談件数　3,169件

研修会等（主催）　26回　　研修会等（主催）参加人数　1,417人




（前年度の成果）

	　認知症疾患に関する鑑別診断、周辺状況と身体合併症に対する急性期医療、専門医療相談、地域保健医療・介護関係者への研修等を実施している。

また、認知症疾患医療連携協議会による地域連携強化に努めている。




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	認知症高齢者とその家族が尊厳を保ちながら住みなれた地域（在宅）で穏やかな生活を送ることができるようにするために、認知症を早期発見・早期診断し、適切な治療につなげることができる体制の整備が必要であり、事業の必要性が高い。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	各センターにおいて、専門医療相談が実施され、また地域毎に認知症疾患医療連携協議会が設置・開催されるなど、有効に機能している。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	定期的に各認知症疾患医療センターの担当者を集めた連絡会議を実施し、各センターの実施状況等を情報共有することで、事業の効率化を図っている。


（今後の課題）

	高齢化の進展に伴い、今後更に認知症高齢者の増加が予測されるため、地域の認知症疾患医療拠点の機能強化・地域連携の促進を図っていく必要がある。



（次年度の方向性）
	引き続き、地域の認知症医療拠点の設置・運営とともに、市町村、地域包括支援センターや介護施設等、関係機関との連携強化を進めていく。




